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　In　recent 　years ，　we 　suffer 　from 　di5asters，for　example ，
The 　1995 　Great　Hanshin −Awaji

Earthquake ，The　1993　Southwest　off　Hokkaido 　Earthquake ，The　1991　Unzendake 　Eruption，　 These

Disas 監ers 　made 　it　dear　tha 匙 financial　supports 　are 　very 　impor 監an 量 for　suffere ゼ 51iving

reconstruct 皇on ．

　In　this　study 　we 　made 　the　fonowing 　resear 匸hes ヒo 　investigate　the　idea且image 　of 　financiaI

supports 　under 　disaster・

　　　　1）case 　studies 　about 　financial　supPo 比s　in　three−above 　disasters

　　　　2）areview 　on 　the　notification 　revising 　the 　Disaster　relief 　law

　　　　3）an 　investigation　on 　the　problems　of 　the　present　Disaster　relief 　law

Key 　Wo 　rds ； the　disaster　relief　law，　financial　support ，
The 　1995 　Great　Hanshin −Awaji 　Earthquake ，
The　1993　Southwest 　off 　Hokkaido 　Earthquake 　，The 　1991　Unzendake 　Eruption

は じめに

　 本研究で は 、 災害救助 法 （以 下 「救助 法」）の適 用 事例 と

して雲仙 ・普賢岳噴火災害、北 海道南函 沖地 震災害、阪神 ・

淡路大震災の 事例研 究を通 じて 、被災者支援の あ る べ き姿

と、災害救助 法の 抱 える課 題 に つ い て 検討す る。

1．過去の災害事例 に み る被災者支援

　各災害 に お ける 人 的 ・物的被害お よび被害総 額に つ い て

は Tablelに 示 す とお むで あ る。

《1）雲 仙 ・普賢岳噴火災疼

　雲仙
・
普賢岳噴火 災書で は 、 平 成 3年 6月 7 日に 「災害対

策基本法」63条 1項に よ る 「警戒区域」が 設定 され 、当区

域内へ の 立 ち入 りが 規制 され た 。 警戒対 象 とされた住 民の

数は、最大時の 平成 3年 9月 10日 に は、且1，012人 （2，990 世

帯｝を数 えた 。 その 後区域は徐々 に縮 小 され たもの の 、規制

期岡は 5年以上 に も及び、我が 国で も初 め て の 大規模 な長期

火 山災害 とな っ た 。

　 こ の 災 害で は、島原 市と深 江 町 が 平成 3年 5月 29 日 に 「救

助 法」の 適用 を受け た。こ の 災害 に お け る平 成 3年度 分の 救

助 項 目及 び 綱算額等は Table2に示す とお りで ある。

　 「救助法」に 基づ く国庫負担対象経費は約37億円で あ る が

こ れ以外 に も 、救助 に 要 した経費が支 出 され てい る ， 金額 は

明 らか で は な い が 、その ほ と ん ど は 特 別交付税 に よ っ て 賄

わ れ た 。 「救助法」の 対象とな っ た救助費の 内訳は、仮設 住

宅 に最 も多い 89．2％、次い で 食事の 4．6％、避難所 の 35％ と

続い て い る o

　また 、 「救助 法 の 特別基 準 と して 認 め られ た もの 」「特別基

準 で も認め られ なか っ た もの 」は 、以 下 に示 す よ うな もの が

挙 げられ る 。

　【特別 基準 と し て 認め られ た もの 】

　　　・避難所 ・仮設住宅に お ける 冷房設備の 設置 （降灰が

　　　 続 き 、 窓 が開け られな か っ た こ とへ の猛暑対策｝
e

　　　・避 難所 の 食事費用 1，200 円 （当時 の
一

般 基準 1人 1 日

　　　 820円 。 この 金額で は 弁 当を調 達出来な か っ た ため ）

　　　・県が独 自に 避 難所 と して 借 り上 げた旅館の 食事代

　【特別基準で も認め られなか っ た もの 】

　　　・被災現場の 映像を見せ る ための ビデ オデ ッ キ

　　　・避 難所の 事務連絡用 の 電 謡代

　　　・仮 設住宅 の 民 地借 り上 げの 地代

　　　・仮設住宅生活の 長期化に 伴 う基礎補強費

　特別基準で 認め られ なか っ た もの につ い て は、国側 か ら

賛沢品、備 品 と判断され た為に除外 された もの と思 われ る 。

（2）北海道南 西沖地 震災害

こ の 災害 で は、地震 発生 翌 日 の 平成 5 年 7 月 13 日、奥尻

Tabb 　13 つ の 災害の被齊の概要

1婁仙傍賢衝噴火炎害 北 海逗南西沖地霧　 　阪褐 ・淡蹄大震災

人的被害 死者数 40人 2D2人
1

　　 6，425 人

行方不 明 3人 28人　　　　　 2人

負傷 者数 li人 321人　 　 　43372 人

全壊 242棟 1　　 　 594棟 UO，457棟物的 被害

（住宅） 半壊 弔 棟 　 　 　 　409棟 147．443棟
一

部損壊 37欄 　　　4β56檪 230．332棟

一　90一
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Tab   2　雲仙 ・普罠岳 噴火災害の 救助項 目 と救助 蜘 ｛Hβ年 度分 ｝

救助項目 籀算額 （円）
一
殷基準 ｛円） 総額 ｛万 円） 儲

避難 所 722 （1人1日当 た り） 120 置2，867 ※主 に殴備費
・
水遊　

・電　代

仮設住宅 2，235，000 〔一戸 たり》 1，290ρOO 325．量35 楽 ク ーラ ー骰置は965戸、内59戸 は寄贈品

※ 冷蔵庫 ・洗濯機 は寄贈品及び義援金

食事 1．193 Ω人 田 当 た り〕 呂20 17．別 1 ※島原 市1β1艮円、深江町963円
飲料水

一 一 一 42

被服 ・護具 1　　　　 36．255q 人当た 惨） 噌 6，486 ※対狼 翼．789人 　※ 主に布団 の 支給

学用品　　　1　　
一 一 一 348

輸送費　 　 　　 　 　
一 一 一 288

　　　　　　ζ
合計　　　 t 371，200

※ 国の 負担分 は67％ （248，700万円）

※ 医療費 ・埋葬費は 活用せ ず

（殴崎県よリヒア リング 　含計の致亊猿倉わ な い｝

町をは じめ とする 5町村が 「救助法1の 適用 をうけ た 。 こ の

災害 に よ る 救助 の 種類 と費用 は 表 に 示す とお りで ある

（Tablc3）o

救 助の 種類で は 、助産を除て ほ とん どの 活動が 実施 され

た 。 道が 支弁 した救助費の 総額は、th　15億 円 で あ り、こ の

うち仮 設住宅は全体 の SO％ を占め、次 い で輸送費9％、食料

給与約 2％ と続い てい る 。

　仮 設住宅関係 で は、寒冷地で ある とい う地域姓 を考慮 し

て 断熱材や 強風対策の ため の 防風柵が 認め ら れ て い る 。 仮

設住 宅の 経 費は撤玄養を含め 、2 年リース で 組 まれ たが、設

置期限が 規定の 2年を越えた こ とか ら、3年 目以降は町 村負

担で 再 り
一

ス の 手続 きが と られ た。 また、2年を経過 した時

点で、建物の 基礎に 傷みが 畠て きた こ とか ら、町村の 負担に

より補強工 事が実施されて い る e

　医療活動は 、 災害 に よっ て 島内の 診療所 が被災した こ と

か ら 日赤 の 救 護班 に よ っ て 実施 され、こ れ に 要 した 経費が

医療 費 として 日赤 に支 払わ れ た。

　北海道南西沖地震 の精算で は、離島や寒冷地 であ る とい

う地 域性 に起 因 した支出 （つ まり輸送費や 住宅の断熱材な
・
ど｝の ほ とん どが認め ら れた 。

（3）阪神 ・淡路大震災

　この 災害で は、兵庫県の 10市且0町 お よび 大阪 府 の 5市に

「救助法 」が 適用 された 。

　平成6 ・？年度の 災害救助費の 兵庫県の 事業費ベ ース の 実

績は 表に示す通 りで ある （Table4）。この 災害 に よ る救 助 費

の 総額 は 約 1．800億 円 で、この うち 98％ を兵庫県が 占め て い

る。 全救助餮の 内、仮設住宅 に 隧する支出 が 最大で あ る。兵

庫県に 支出 され た災害救助費の 約80％が仮 設住宅 に関する

もので あっ た。 また、多数の被災者が 長期 に わ たっ て避難所

生 活を余儀 な くされ た こ とか ら、食品 の 給与費 も大 き く、総

額 で ii　180億 円 を越 える支 出 とな っ た。

　 さら に こ の 災害で は、避難所の 食事給与の 価格基準や仮

設住宅へ の エ ア コ ンの 設置 な どへ も特別基準が認め られ た。

　また、金額 は不明 で あるが 、 仮 設住 宅 の玄関ひ さ しの 設置

や 、仮設住宅団地 内の ぬ か る み 対策、街灯 の 設 置等に 娑 した

経 費 が特 別交 付税 等 を活用 する形で 支出 され て い る 。

2 ．救助基準の改訂

　昭和 22年 5月 11 日 に 制定 され た災害救助 法 につ い て は、

制定後50年聞、そ の内容 に 関する改訂が行わ れ て い なか っ

た 。 また、救助 の 大枠 を定め た 同法 に 基づ い て、具体 的 な救

助 の 内容や 手続き方法を定め た通知に つ い て も、物価の 上

昇 の 反映以外 はほ とん ど対応が なされ ない ま まで あ o た 。

　厚生省は、阪神 ・淡路大震災以降、「救助法」に 基づ い て

実 施 され る被 災 者へ の 応急 救助 の あ り方 に 闃す る検 討 を

行 っ できた。こ の 検討 縞果をもとに、平成 9年 6月 30 日付

けで、厚生省社会 ・援護局長名で 各都道府県知事宛に 、「救

助基犂の
一

部改定」 に関する通達が行 われ た。

　今回 の通 知 で は、被災生活 にお け る生 活環境の 大 幅 な改

善が行わ れ た 。 避難所関連で は、従来定め られ て い た毛布 ・

衣 類な どの 支 給 品の 他 に 、テ レ ビ ・ラ ジオ ・公 衆電 路 ・公衆

フ ァ クシ ミ リ・懐中蹴灯・仮設便所 ・仮設風呂・仮設洗濯場

（洗濯機 ・乾燥機 を含む ）・簡易調理室 ・冷暖房器 ・仮設ス

ロ ーブ ・
更衣 及び プ ライバ シー

確保 に必要な 聞仕切 り設備

等 の 設備 に 閲する 費用 を含む こ とが 加 えられ た。併せ て 、高
齢者や障害者用 等の 災害弱者の た め に 「福祉避難所」を設置

する こ とも定 め られ て い る 。

　仮 設住 宅 に つ い て は、世帯構成 や健康状 態 に 応 じた聞取

りの 多様化や、湯怫か し器やエ ア コ ン の 設置、建物の バ リア

フ リ
ー
対策などに 関する経費 も支出 される こ とが定め られ

た。ま た避 難所 同様 に、高齢 者や 障 害者 用等の 災 害弱者 の た

め の 「福 祉仮設住宅」の 設置が 定め られた D

　 これ ら運用基準 の 改訂は、前述 の 3つ の 事例を含 む過去の

様 々 な事例を通 じて議論 されて きた課題 に対する一つ の 解

答 とみ る こ とが で きる 。

Tabte　S　 北 海道 南西 沖 地緩の 救助項 目 と救助費 （H5 年度分）

維助の穏類 鞘算琳価 く円》 翻頸 （万円》　 　 　 　　 　 備考

邊難所 踟 跟 〕艱 期賜は 50日に 延長

仮 設住 宅 2ρ95，：脇 ・躑 翻
工期
鷲

齟 娵 灘

食事 372 2586 楽期岡砥長あり

飲科水 459 512
寝具などの 給与

一
邸 97 ※冬季に向か っ て布団を支給

医癒
一

※ 期冏延長あり

救出 一
仍

住毟の 応忽修理 256，鯉 D 51
学用品の 給与 7261 129
埋 癬 91239 1β69 ※ 遼族による 堪罪 困鏤が 理田

死体 の蟶索 57】

死体の処理 29，630 娼 派期冏延長　選 ドラ粥 玳 会

障害 物の除去 醐 8．180 449

翰送 費
一 14284 嗜海上翰送が必要

人夫衆
一 1幽22亅

墨廣費
一 ？099「

油35条の支 払 一 53ら 艱 日赤敦護班 へ 支払

合計
　　　 難国庫負　基本類15硝 9フ万円154β踊
　 　 　 　 　 　　 の 　 　は 50％

｛戯典 ：職海遵庁資斜 より｝

一 91一

N 工工
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Table　4　阪 神 ・淡 路大 露災の 救助項 目 と救助 顕 （H6 ・7年度　兵庫県分）1，

特別基準 1円）　 一般碁準 （円） 総額 ｛万円 ） 備考

避難 所 3101　　　　　 130
　　1

454，700
・216 日問、延べ 人数 L480万人
・仮設 トイレ ・仮設風呂 ・仮設炊事場等の 費用 を含 む

仮設住宅 2，867，0001　　　　　 1．447、00014 ．078．400 ・
毀差解消・エ ア コ ン設置費用 を含む

食事 （炊き出 し等） 夐，200 　 　　 　　 　8601 ，807，400 ・2且6日問　約 7300万食

生活必 需品 13，000… 74，400 　
・
凪 000世帯 に 支給

医療費 1 5L500 ・
主 に医薬品

その他 U64 ，700 　
・飲料水、応急修理費、学用品費、埋葬費、輸送費等

合計 17，631．ioO　・内 、 国庫負担 分亅4ゼ990．400万円 ｛85％

Tab  5　細則 に よる区 市町村 へ の委 託

3 ．課題 と考察

（1） 災害対策基本法との 閥係

　災害 対 策基 本法 （以 下 「基本 法」）は．昭和 34年 9月 26日

に死 者 ・行 方不明 5ρ弼 人 を出 した 伊勢 湾 台風 災害 をきっ か

けに制定され た法律で ある。 「救助法」に おい て、災害時の

諸活動 は国の 責任 で 行うこ とが定め られ て い るの に 対 し、

「基本法」で は、地 方公 共団体 の権限 を重視 し、地 方公 共団

体の 長 （災害対策本部長｝の 名の もとに 応 急救助を行 うこ と

が定め られて い る。

　つ まり、地 方公 共 団体は、救助費に 関 して は国 の 制約 を受

け なが ら、現実の 発災時には、迅速 な応急対策を実施 しなけ

れ ばな らな い 立場に ある のである。

　阪神 ・淡路大震災の 際、神戸 市で は、「救助法」に定め ら

れ た食事費 （1人 1日 850円）を基準 に 、 避難所で の 食事 を

提 供 した。神 戸 市が こ の 基準額 に よ り食 事の 供給 費 を決定

した こ とは 、基準額 を越 えた分の 金額に つ い て は 、市側 の 負

担 となる と判断 したた めで あ る。 食事 の 質の 低 さに対する

識論 があ っ た に もかか わ らず、3 月 10日に、厚 生省が基準

額を 1，200円 に引き上 げる こ とを決定す る まで は、基準 額の

範囲内で しか、配食を行うこ とは 出 来な か っ た 。

　 また、そ の 他に も 「食事 供給 の 対象者の 基準 を どこ にお く

か」「公 園 や民 間施設等の 、指定外避難所 を救助法の 対象 と

する か」「仮設住宅用地 に民有地 を使用する こ とは 可能か」

な ど、「救助 法」で想定されて い ない 問題が お こる度 に、市

は 県 を通 じて 国 に 指示 を仰が な けれ ば な ら な い 状況で あ っ

た 。

　これ は、現行制度で は救助 は 国の 責任で 実施する としな

が ら も、実際の 活動 は地方公共団体が行 っ て おり、加えて 地

方公共団体が 実施 した救助 に 関わる 費用の 全て を必ず しも

国が負担す るわ け で ない とい うシ ス テ ム か ら生ずる 問題 で

ある。つ ま り、現 状で は 地方公 共団 体 は 「基本法」に基づ い

て、自主的な 応急対策を目指 し た と して も、それ らの 活動 に

要 した費用が 国よ り支出 され る か ど うか は、精算の 段 階 ま

で わか らない の で あ る 。 特に 災害の 規模が 大 き くな る ほ ど 、

救 助 に 要す る 活動費は、膨大な 金額 に な る こ とか ら、地 方公

共団体に とっ て 応急救助の 水準の 決断は
一
層難 しい もの に

な る e した が っ て、現状 で は、「救助 法」が応急対策 を阻害

して しまうこ とす ら危惧 され る e

．

　災害時の 応急対策は、人間の 生死 に 関わ る 問題 が 多い た

め 、一秒 を争 う活動が ほ とん ど とな る。この ため 被害情報を

い ち早く把握 で き、地域 の 実態を良 く知っ て い る 市町村長

が、その 都 度応急対策を決定す る こ とが 最 も望 ま し く、こ の

北海道 ； 基本 は全 て 市町村へ 委託 。 但 し、仮 設住宅 ・住宅の 応

　　　　急修理 、障害物の 除去は道の 承認が必要

東京都 ： 基本 は知 那 の 指示 に よる （緊急 時に は知 箏 の 指示 な し

　　　　で 着手可｝
静岡県 ： 仮設住宅 を除い て全 て市町村へ 委託

大阪府 ：大阪市の み全て 市に委託。 他 はすべ て府が 実施 （細則

　　　　なし）
兵庫 県 ： 基本的には 全て 市町村に 委託 （今災害に 限 り、広域 に

　　　　わたる もの につ い て は県が実施｝

長崎 県 ： 避難所 ・食事・飲料水の 供 給・救出
・
生活必 需品の 供給

　　　　 （購入は 県）を市町村 へ 委 託

（ヒ ア リ ン グにt る〕

意味で は現行の 「基本法」に基づ く体制、つ まり地方公共団

体の 長 を中心 に 全 て の 応急対 策活動が 実施され るべ きで あ

る e した が っ て、今 後 は市 町村 レベ ル の 活 動 の 効率 性 を最優

先 に考え、災害救助の 権限の 全て を地方公共団体 の 長に
一

元 化 し，こ れに 要する救助 費に つ い て は、新た な請求シ ス テ

ム を構築 して い くべ きで あ ろ う。

（2）救 助の委 任

　現 在、各都道府県は災害救 助法施行 細則 を定めて お り、こ

の 中 で 市町村に 対する 委任内容を決め て い る 。 主 な都道府

県の 委託状況は表の 通 りで 、各都道府県 は実情に即 して、委
託内 容を決め て い るが 、全 体的 に は、あまり統

一
牲は 見 られ

な し、　（Table5）o

　そ の ため、阪神 ・淡路大 震災の よ うに 災害が 複数の 県に ま

た が っ た 場合 に は 、各自治体の 活動の 統制 を とる こ とは困

難に な る こ とが 予想され 、 加 えて対応の進 捗に も格差 が生

じるお それが あ る＝

　今後 は、広 域災害 を想定し、都道府県は 活動の どの 部分を

区市町村 に委託する の か、あ る い は特定の 活動の み を都道

府県が 実施す る の か とい っ た役割分 担につ い て見直 し、災

害 の 規模、行政 機 関 の 規模な どに 応 じて 、あ る程度統
一
性の

ある役割分担を考えて い く必要が ある だろ う。

（3》都 道府 県の 負担 金

　実際の 応急対 策活動は、市町村が行う場合が多い が、国 と

の間の 実際 の精算手続きは、市町村との 調整の 上、都道府県

が 行 う。 こ の 国 との 間 の調 整に お い て 国が 法の 適用外 と判

断 した もの につ い て は、都道府県の 負担 となる 。 そ して 「救

助 法」 に よ る対 象 救 助費 の 確定 後 に都 道府 県 と国 と の 間の

負担額が 計算 さ れ る の で あ る。
こ れ らの 精算手続 きの 中 か らもい くつ かの 課題 を挙げ るこ

とがで きる 。
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　「救 助 法」33条〜36条で は、費用 に 関す る規定 を定め て

い る 。 そ れ に よる と、救助 費 は都道府県が 支弁する こ と と

し、精算後、都 道府県の 普通税収入 見込額の 割合 に応 じて 国

が負担 す る とい うシ ス テ ム に なっ て い る 。 しか し、同法の 本

来の 精神は、国の 責任 で救助 を実施する として い るわ けで 、
この 意味か らは都道府県 に も費用を負担 させ るとい うの は、
法 の 趣 旨 に合 わ ない 。

　これ まで の 災害で は 、 法に よ る都道府県負担分お よび法

の 適用 外の 救 助費は 、特別 交 付税 で 処理 され て い るケース

が 多い 。自治体 が 応急救助 に 要 した費用 の 内、特別 交付 税 に

よ る補填の 程 度は 不 明で ある が、応急救助が 国 の 責任で 行

われ る以上、そ れ に必要な全経費は 国が負担すべ きと考え

られ る e これ は 道府県 と市町村の 関係 に お い て も同様で 、災

害救助が知事の 責任 で 行われ る とするな らば、費用 の 全額

を都道府県が 支弁すべ きであ り、 それ をふ まえた上 で 都道

府県と国の 間 で 精算の 手続 きが行 われ るべ きで あ る 。

　加 えて、被災地 の 市 町村 は、災 害救助 の み で災 害対 策 が終

わ る わけで な く、そ の 後の 復旧．復興段階で は、地域の 再建

の ために多額 の 費用 を必 要 とする 。 したが っ て、自治体の 救

助費用の 軽減化を図 る ため に も、災害救助費の負担金の あ

り方 を見直す必要が ある だろ う。

｛4｝救助基準 の 規定

　今回の 厚生 省通達 に よ り、災害時に お ける 救助基準の 大

幅 な見直しが行 われ たが、以 下の ような視点か ら も救助基

塰 を考えて い く必 要が あ る 。

【地 域性 を考 慮 した一
般基準の 設定】

　「生活保護法」 で は 、全 国 を 6つ の ブ ロ ッ ク に 分割 して 地

域 ご とに 支給額を決定 して お り、こ れ を食費で 見 る と最 も

低 い 地 域 と最 も高い 地 域の 間に は、約 1．3倍の 差が ある 。 同

法で は この よ うに、食費に つ い て 地域性、つ ま り地域 に よ る

物 価格差 を反 映 して い る 。 しか し、現行の 「救助 法」に は、
こ の よ うな 地 域性 を考慮す る よ うな考 え方 が ない の が 現状

で あ る 。

　寒冷地 で建 設 する仮設住宅の 仕様は、当然特殊 な もの と

な っ て くる。と こ ろが 「救助法」の
一
般基準で は、各種の 単

価や 仕様 に 地 域性が 全 く考慮されてい な い こ とか ら、 被災

地 で は常に一般 基準 の 内容 に つ い て 議論 とな っ て しま う。
短時間で対応策を決定 しな けれ ばな らない 被災地 にお い て、
この ような混乱を避けるため に は、事前 に地域 ご との 基準

が 策定 され て い るべ きで あろ う。

　以 上 の よ うに 、緊急 時 におい て 被災地 の 自治体が、円滑に

応急対策を実施で きる よ うに する た め に は、現 在 の 救助 水

準の 見直しは も とよ り、地域性 を加味 した単価 や 仕様、さ ら

に は きめの 細 かい 運用 マ ニ ュ ア ル が必要となる。

【時間経過 に 対応で きる救助】

　阪神 ・淡路大 震災で は、発 災 か ら亘ヶ 月 を過 ぎ、ラ イ フ ラ

イ ン や 地域 の 商 業が 復 旧 して くる に つ れ、「誰 を対 象に 食事

の 供給をすべ きか」「食事 の 供給 はい つ まで 行うべ きか 」と

い うこ とが 大 きな問題 となっ た。

　 しか し、現行法の 中に は、どの 程度まで 都市の 機能が 回復

した ら、ラ イ フ ライ ン停 止 を理 由 と して 食事 を受け て い る

人へ の 支給を打ち切 るの か とい う基準が ない
。 その ため 災

害対策本部で は そ の 判断をめ ぐっ て 混乱が 生じた 。 神戸 市

で は 震災後 に 開 かれ た3月市議 会 で、食事の 供給が地 域の 経

済復興 の 妨げに な っ て い る とい う理 由か ら、 「救助 法」に よ

る 食事供与を早期 に打ち切 れ ない の か とい う質問が出され

て い る 。 またあわせ て 、地元 経済回復の ため に被災者に は食

券を支給 し、布内で食事を して もらう、あ るい は避難所で は

食材を地元で購入 して共同調理を促すな どの 方法が議論 さ

れ た e

　こ れは、現行法が 災害の 展 開 に追従で きない こ とか ら、 被

災地 内 で新 た な問題 を引 き起 こ して い る とい う指摘で あ り、
都市 の機能が 回復し始め た時 の救助の あり方に つ い て の 問

題提起とい える。

4．今後 の 課題

　 以上、「救助 法」の 適 用事例 を基 に、「救助 法」の抱 える 幾

つ か の 課題に つ い て述べ た。

　 災害時に必要 とさ れ る 生 活支援 は、その 災 害が発生 した

地 域や 災害の 規模 に よっ て 、大 き く異な る 。 また、一つ の 災

害の 復1日 ・復興 過程 の 中で も、時間の 経過 に 伴い 被災者の

ニ
ーズ は 変化 し、被災者が必 要 とす る生 活支援策も個人差

が 生 じて くる 。

　 こ の よ うに多様化 す る被災者の ニ
ーズ に 対 して 、何 を支

援す る の か、また支援 の対 象者を誰にする の か 、 に つ い ての

判断 は容易な こ とで は な い 。 し か しなが ら現行法で は、単価

等、あ る
一
定の 基 準 を設定 して 被災者救済を考えて い る 。 そ

の ため、災害時の 被災者ニ ーズ の 多様性 に、柔軟に対応す る

こ とは 非常に 困難 で ある 。 また柔軟に 対応す る ため に、特別

基準 な どが設け られ て い る が、こ の 運用 に関する共通 認識

が 存夜 しな い た め 、その 用 い 方 をめ ぐっ て 様々 な 混乱が起

こ っ て い る。

　 こ の よ うな事態 を招い て い る 元 凶は 、被災者救済の 基 準

の 設定が不透 明で あ り、
’‘
災害時の 被災者の生 活 レベ ル は ど

うあるべ きか
”

とい う根本的な思想が不明確で ある点にあ

る 。 こ の ままで は、基準 が どん な に 向上 して も基準単価をめ

ぐる議論 はつ きる こ とが ない で あろ う 。

　 こ の よ うな状況 をふ まえ る と、単価 等の 基 準 を定め た背

承、すなわ ち被災者支援の 根本的な 原則に 立 ち返 っ て、災害

時の 救助の あり方 を考える こ とが必要で あろ う。 そ の 上で

今後は 、 災害様相の 変化に 追 従で きる ような きめの 細か な

基準づ く り、応急対策全体 の 中で、最適 な救助 を選択で きる

ような救助 メ ニ ュ
ーづ く りを考えて い かな けれ ば な らな い

。

　 また こ れ以外 に も、災害 の 長 期 化 に伴 う救助の あり方、災
害救助基金の実態 と運用な ど、検討すべ き課題 は まだ まだ

多い。今後は、他法 との 関係 を考慮 しなが ら 「救助法」を も

う
一
度、根本 的 に見 直す必要が あろ う。
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